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研究成果の概要（和文）：本研究は、政策形成における科学的助言の活用に関する理論的基盤を構築することを
目的とし、個別の政策分野の科学的助言の制度と実践の事例を統合的に収集、分析することを通じて、適切な科
学的助言のあり方について洞察を得ることを目指すものである。
主として我が国の各分野の政策における科学的助言システムの歴史的な経緯と現状に関して調査・分析を実施し
た。具体的には、食品安全、医薬品審査、地震予知、地球温暖化、科学技術イノベーションの分野における科学
的助言組織の比較分析によりそれぞれの分野の特徴を明らかにするとともに、科学的助言の在り方について検討
した。

研究成果の概要（英文）：This research aims to establish a theoretical foundation on scientific 
advice in policy making. And we intend to gain insight on the way of scientific advice through 
collecting and analyzing cases of scientific advice in each policy field.
In this research, we surveyed and analyzed the historical background and current situation of the 
scientific advice in such policy areas as food safety, drug approval, earthquake prediction, global 
warming and STI. Then, clarification of the characteristics of each area and examined the way of 
scientific advice.

研究分野：科学技術政策
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１．研究開始当初の背景 

2011 年に日本学術会議は、同会議が代表す

る科学コミュニティと政府との間、あるいは

広く社会との間に新たな関係の構築が必要

であるという声明の公表や、2013 年 1 月に、

先の震災を契機として科学者の社会的責任

の問題等がクローズアップされたことを背

景として、「科学者の行動規範」の改訂を行

った。国外でも、2012 年 10 月に、インター・

アカデミー・カウンシルが科学者や科学ジャ

ーナル、資金配分機関などの役割についての

報告書を公表したり（InterAcademy Council 

and IAP 2011）、2013 年からは経済協力開発

機構（OECD）で科学的助言のあり方と科学者

の責任をテーマとした検討が開始されたり

と、科学技術と社会、政策、政治を繋ぐしく

みを国際的な議論の俎上に乗せて検討する

取組が加速しつつある。 

我々の研究グループでは、こうした国内外

における科学的助言の取り組み状況につい

て調査し、報告している（Arimoto and Sato 

2012, 科学技術振興機構研究開発戦略セン

ター 2010）。現在、日本も含めいくつかの

国では、政策決定における科学的知識の活用

についてのガイドラインが策定されており、

科学者の独立性と客観性の確保、責任の所在

の明確化と可視化、助言のタイムスケールの

設定、不確実性の取り扱い、科学コミュニテ

ィの視点の多様性の確保などに関する規範

の設定が試みられている。 

  

２．研究の目的 

本研究は、政策形成における科学的助言の

活用に関する理論的基盤を構築することを

目的とする。気候変動やエネルギー、食品安

全、感染症対策などの領域において、科学的

助言に対するニーズはこれまでになく高ま

っている一方で、特にわが国では福島第一原

子力発電所の事故以来、科学者を含む専門家

への信頼が大きく揺らいでいる。こうした状

況下で、科学と政策を繋ぐ適切なしくみを構

築することは、科学者と政策担当者双方にと

って最も差し迫った課題である。そこで本研

究では、科学的助言の制度と実践の事例を統

合的に収集、分析することを通じて、適切な

科学的助言のあり方について洞察を得るこ

とを目指す。 

 

３．研究の方法 

本研究では、科学的助言の事例研究を通じ

て、科学的助言システムの比較を行うため、

①文献調査、②関係者・当事者への面接調査、

③調査結果の集約・分析という段階に分けて

研究を実施する。 

まず、各種白書や報告書、学術論文といっ

た関連文献の体系的なレビューにより、調査

対象とする科学的助言の事例を選定する。次

に、選定した事例に関する文献による調査を

継続しつつ、実際に科学的助言の当事者とな

った機関の担当者やステークホルダーに対

する面接調査を実施し、各事例に関する事実

を詳細に明らかにする。最後に、明らかにし

た事実をもとに、科学的助言に関するあり方

を示す。 

 

４．研究成果 

（1）科学的助言の概念的整理 

本研究では、まず科学的助言の概念的整理

を試みている。科学的助言とは、政策立案・

決定者が特定の課題について妥当な政策形

成や意思決定をできるよう、科学者（技術者、

医師、人文社会分野の科学者等を含む）やそ

の集団が専門的な知見に基づく助言を提供

することである。また、科学的助言は包摂的

な概念で、多様な科学的助言者による多様な

政策分野への助言があり、「Policy for 

Science」と「Science for Policy」という

異なる種類の助言が含まれていることを示

した。 

科学的助言の対象と内容 

 



その中で、科学者の広範な知見とは、科学

者がそれまで培ってきた専門的知見や経験

を通じて得られる、専門分野の今後の発展性

やそれが社会・経済に及ぼす影響に関する見

通し等を指す。これは、科学技術政策の立案

にあたっては客観的なエビデンスに基づく

検討が可能な部分が限られており、科学者の

経験および実績に裏うちされた主観的な判

断や議論が必要であるという現状があるた

めである。一方で、医薬品審査や環境規制な

どの分野で求められる「Science for Policy」

の助言は、少なくとも理念的には主として客

観的なエビデンスに基づくものであるべき

であるといえるだろう。ただしこれらの分野

でも、最終的には主観的判断および社会経済

や世論の動向を含めさまざまな要因が総合

的に考慮されたうえで政策立案がなされる

ことは言うまでもない。 

さらに、科学的助言のあり方については、

1970 年前後より様々な角度から議論が深め

られてきたが、その過程では、レギュラトリ

ーサイエンス（医薬品規制や環境規制などの

規制行政分野で政策の立案・実施に必要とさ

れる科学）やリスク分析のあり方に関する議

論も興隆した。しかしながら、それらの実践

を担うコミュニティと、最近科学的助言に関

して議論を加速させているコミュニティと

の間での意思疎通が今後必要と思われる。 
 

（2）科学的助言の事例分析 

現在、科学的助言は広範な政策分野におい

て不可欠なものとなっているが、各政策分野

の科学的助言の仕組みはそれぞれ歴史的に

形作られてきており、それぞれが現在直面し

ている問題状況も異なる。そこで、本研究で

は、食品安全、医薬品審査、地震予知、地球

温暖化の分野のそれぞれの分野の科学的助

言システムの歴史的な背景や組織に関する

調査を実施した。 

政策分野によって科学的助言組織の役割

領域が異なっている。食品安全と地震予知の

分野では、いずれも科学的助言組織が自らの

役割を厳しく科学的なリスク評価に限定し

ており、政策のオプションを作成することも

控えている。一方、医薬品審査分野では、科

学的助言組織である医薬品医療機器総合機

構（PMDA）の役割が非常に大きく、リスク評

価から政策のオプションの作成までを担い、

そのうえでさらに総合的な観点からの政策

決定にも実質的に踏み込んでいる。また、地

球温暖化分野では、気候変動に関する政府間

パネル（IPCC）がリスク評価の延長として政

策のオプションの作成までを行っている。そ

の他にも、医薬品分野では利益相反が特に問

題になりやすく、地震予知分野では科学的知

見の不確実性がきわめて高い等、各分野に固

有の事情があることを明らかにした。 

 
政策分野による科学的助言者の 

役割領域の相違 
 

一方で、STI 政策分野は「Policy for 

Science」としての科学的助言がなされる分

野であるが、やはり政策形成に必要な知見の

不確実性が高い等の課題を抱えている。 

 

(3)科学的助言者の役割 

上述した事例調査を踏まえて、科学的助言者

の役割について検討を進めた。食品安全や医

薬品審査など、リスク評価が重要となる分野では、

リスク評価とリスク管理を分離して実施することが

重要であるとされている。これは、科学的な観点

から科学的助言者が行うべきリスク評価を、政

治・行政上の要素を含む総合的な観点から行わ

れるリスク管理から切り離すべきという考え方に

基づく。ただし、リスク評価側とリスク管理側のコ

ミュニケーションも必要であって、両者の関係は

複雑であり、リスク評価を担う科学的助言者の役

割の範囲は多様であることを明らかにした。 



一方、科学的助言者のあるべき役割をより一

般的に表した概念として、米国の政治学者ロジ

ャー・ペルキーによる「誠実な斡旋者」というモデ

ルがある。「誠実な斡旋者」は、ある政策課題に

関して関連の科学的知見とともに複数のオプシ

ョンを提案する。これをリスクに関わる政策分野

に当てはめれば、科学的助言者がリスク評価だ

けでなく政策のオプションの作成までを役割領

域とすることに該当する。現実には、政策オプシ

ョンの作成は、科学的助言者と政府のどちらか

が担う場合もあるし、共同で行うこともあり、両者

の役割領域はこの点において重複しうる。こうし

た本研究における事例調査を通じて、各分野に

おける科学的助言の役割領域に関する体制や

制度の違いを示したことは、よりより科学的助言

のシステム構築の検討に資するといえる。 

科学的助言者と政府の役割領域 
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